
市民税・県民税申告書 

（法第 294条第 1項第 2号） 

 

宛先 古賀市長 

令和    年    月    日    

 

申 

告 

者 

住所  

(フリガナ)  

生年月日 
大正 ・ 昭和 ・ 平成 ・令和 

年   月   日 
氏名 

 

電話番号  

マイナンバー             

古賀市にある物件の区分 

(裏面のフローチャートで 

ご確認ください) 

□ １．家屋敷に該当している 

□ ２．事務所、事業所（店舗、工場）に該当している 

□ ３．どちらにも該当していない 

物件の所在地 古賀市 

（事務所・事業所の場合） 

屋号 
 

 

【事務所、事業所（店舗、工場）とは】 

事業の必要から設けられた人的、物的設備を備えており、そこで継続して事業が行われる場所をいい、必ず

しも自己所有のものとは限らず、借りていても該当します。 

     医師、弁護士、税理士、諸芸師匠などが住宅以外に設ける診療所、事務所、教授所など、また個人事

業主が自宅以外に設ける店舗など 

 

【家屋敷とは】 

自己又は家族が居住の用に供することを目的として、住所地以外の場所に設けた家等をいい、必ずしも現に

居住していることを要しません。また、自己所有の物とは限らず、借家でも該当します。 

      常時は家族を住まわせ、時々帰宅する関係にある住宅や別荘、マンション、アパート等も 

該当します。 

 

古賀市市税課市民税係  

      092－942－1126 

例 

例 



 

 

 

 

必ず該当する項目に☑を入れて進んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 独立性の有無について 

実質的な構造が独立した家屋と同じであれば「独立性あり」、出入口、台所、トイレ等が共用のような下宿や寮

は「独立性なし」となります。 

フローチャート 

1月 1日時点で、古賀市に次のどちらかがある 

□ A 自己所有の建物  □ B 借りているアパート、マンション、事務所等 

その建物は次のいずれにあてはまりますか 

□ A 自己または家族が居住の用に供する

ことを目的としたもので、いつでも住め

る状態（単身赴任者の家族が居住する住

宅やマンション、別荘などを含みます） 

□ B 自営業（個人事業）を営んでおり、事務

所、事業所（店舗、工場）が古賀市にある 

□ C 貸し付けが目的の建物 

借りている建物に独立性はありますか 

独立性の有無については※１をご覧ください 

□ A ある  □ B ない 

□ 納税義務はありません 

裏面の古賀市にある物件の区分は「３．

どちらにも該当しない」です。 

□ 家屋敷に該当 

裏面の古賀市にある物件の区分は「1．家屋

敷に該当している」です。 

 

□ 事務所、事業所（店舗、工場）に該当 

裏面の古賀市にある物件の区分は「２．事務

所、事業所（店舗、工場）に該当している」です。 

 

A 

A 

B 

B 

B 

A 
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家屋敷、事務所、事業所（店舗、工場）に該当した人 

古賀市内で家屋敷、事務所、事業所（店舗、工場）を持っていて、住所地の市区町村で市県民税が

課税されている人は、古賀市からも市県民税均等割 4,500円が課税されますので、後日納付書

をお送りします。 


